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第三期特定健康診査等実施計画
大阪読売健康保険組合



　特定健康診査等実施計画　(平成30年度〜平成35年度)
背景・現状・基本的な考え方
No.1 1.被保険者は中高年（50歳以上）の加入比率が高く、生活習慣病の

発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保より低い

 １.中高年の活性化は経営課題とも合致しているので、コラボヘルスを通じて、意識を高
める方策を講じる。
２-1.制度としては充実（健保負担の人間ドック）しているのに受診率が低いのは健康リ
スクへの理解が低いためと考えられ、被扶養者向けのPRを強化していく必要がある。
2-2.現状制度のまま受診率を引き上げるのは財政的に困難であるため、健診費用の効率
化を図る必要がある。

No.2 1.被保険者は特定保健指導が始まる40歳代前半においては生活改善
の意欲が高く、指導による改善効果もあるが、50歳代になると関心
が低くなり、指導実施率も低くなる。
2.被扶養者は健診受診者に占める指導対象者の比率が低い。任意受
診であるため、健康維持に関心が高い層が受診していると考えられ
る

 1.平成28年度から指導対象への通知を職場経由に変更し、一定の効果を得たが、特に50
歳代については保健師による直接アプローチを強化したい。
2.被扶養者については、関心の薄い層にも働きかけを強化し、受診数のベースアップを
進めたい

No.3 疾病大分類別一人当たり医療費では、新生物が突出して高く、他の
項目でも概ね健保平均を上回っている。
生活習慣病では高血圧が低くなっているが、データに反映されない
加入事業所診療所での治療継続者が多数いるため、同様の傾向と考
えられる

 新生物については別項で言及。
生活習慣病では、平成28年度から母体の健康経営により受診勧奨が強化され、治療者が
増えたことも影響している。指導段階での予防を強化する必要がある

No.4 ・中高年の男性の加入比率が高く、全健保平均より肥満度が高い。
・本人・男性で見ると、年齢とともに肥満が進み、服薬治療を始め
る者が増えている。
・受診勧奨値以上（未治療）は全健保平均より少なく、健保や加入
事業所の受診勧奨が効果を得ていると考えられる。
・保健指導基準値以上の数値を持つ者の比率は血圧・血糖値とも50
歳代までは全健保平均を下回り、服薬による治療効果で抑えられて
いると考えられるが、血糖値においては60歳以上で逆転している

 ・数値の悪化後、服薬治療に進む比率が高いと考えられるので、保健指導率のアップや
予防のための意識付けを強化していく必要がある

No.5 ・被保険者について概ね良好であるが、受診勧奨値以上レセなし（
未治療者）が一定数存在する。
・被扶養者については健診受診率が低いため、健診データのない治
療者（レセあり）が多く、レセなしの中にも保健指導基準以上のも
のが潜在していると考えられる。
・リスクフローチャートは解析データに入らない加入事業所での治
療者が多く、正確なデータがつかみにくい。

 ・血圧については概ねコントロールが効いていると考えられるが、血糖値については引
き続き重症化支援等の取り組みが必要。
・被扶養者については、健診受診率の引き上げが最優先課題。
・事業所診療所データの取り込み手段について検討

No.6 ・発生部位別のがん患者数では、女性の乳がんが突出している。次
いで、男性の消化器、女性の子宮がん、男性の前立腺がんなど。医
療費についても同様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の差があまりなく、がんの発症率年
齢とマッチングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受診者が多い

 ・乳がんの予防には健診の受診率アップが必要。従来の原則健保負担では財政的にまか
なえないため、ニーズに合わせたきめ細かな健診メニューに組みかえる。
・被扶養者（妻）の人間ドック受診者の9割近くは夫婦受診であり、被保険者（夫）の関
心が薄いと受診しない傾向がある。被扶養者への直接のPRを強化したい

No.7 ・第一次データヘルス計画により平成28年度から後発医薬品の差額
通知を開始し、着実に全国平均値との差異が縮小している。
・被保険者より被扶養者の使用率が低い傾向

 ・差額通知の対象数の拡大などPR強化策を検討
・被扶養者への直接的なPRを検討

基本的な考え方（任意）
・被保険者については、受診率が90％台半ばに到達しているため、コラボヘルスによる保健指導実施率の引き上げと、中高年層のがん検診強化を進める。
・被扶養者については、受診率が30％台半ばと低いため、女性特有のがん（特に乳がん）のリスクが40代以降で高くなることを訴え、人間ドックや新設のベーシックドック
の利用促進を通じて、特定健診受診率の引き上げを図る。

特定健診・特定保健指導の事業計画
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1 事業名 データヘルス加入者データベースの構築 対応する健康課題番号 N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：0〜74, 対象者分類：加入者全員

方法
専門業者と契約し、疾病発生状況の解析、腎重症化予防支援の対象者抽出
、ジェネリック差額通知の作成、健康評価書の作成に用いるための加入者
データベースを構築

体制 秘密保持契約を結んだ上、加入者の健診、レセプトデータを提供し、デー
タベースを更新

事業目標
第一次計画においてはノウハウの不足により新規事業の実施を外部業者に委託
したが、健保基幹システムの機能強化により、一部作業が自前で可能になった
ほか、ICTを活用したメニューも豊富になってきたので、平成31年度を目処に見
直しを行う（平成30年度は健診制度の改定や保養所の閉鎖・売却など前提とな
る事業を優先）

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
事業を実施するためのデータベース維持費であるため
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度

委託費 864,000
円

500,000
円

500,000
円

500,000
円

500,000
円

500,000
円

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
継続 外部委託のあり方も含め、より効率的な手段を検討す

る
同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左

2 事業名 健康評価書の配布 対応する健康課題番号 N o.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：18〜（上限なし）, 対象者分類：加

入者全員
方法 健診結果のレーダーチャート化や将来的な生活習慣病のリスクを数値化し

、本人に通知することにより、生活習慣の改善や運動への取り組みを促す
体制 委託先の独自メソッドを活用し、データヘルス計画データベースをもとに

作成、本人宛郵送する

事業目標
第一次計画の実施に伴い、加入者の意識改善を目的としたポピュレーションア
プローチとして実施。実施後3年が経過し、効果がマンネリ化している可能性も
あるため、平成31年度を目処に再検討する

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
意識改善策であるため、定量的な設定が困難
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度

配布件数 2,000
人

2,100
人

2,200
人 2,300 人 2,400 人 2,500 人

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
継続 効果を検証し、ICTを活用した代替案も含めて再検討

する
同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左

3 事業名 特定健診（被保険者） 対応する健康課題番号 N o.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：被保険者/基

準該当者
方法 事業所と共同実施している定期健康診断（被保険者）と健保補助の人間ド

ック・ベーシックドック（被保険者・被扶養者共通）により実施

体制
平成30年度に制度見直しを実施。定期健康診断の一部項目を見直す一方、
費用が安価なベーシックドックを新設し、受診率向上のための費用を捻出
。

事業目標
健診結果の報告が遅れ、毎年9月に実施している特定保健指導の対象者抽出に間
に合わないケースがあるため、事業所に徹底を図る

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
-
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
特定健康診査受診率 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
健保負担の人間ドック制度と定期健康診断の共同実施
内容を見直し。がんの早期発見を目指し、検診メニュ
ーを拡大

同左 同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左
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4 事業名 特定健診（被扶養者） 対応する健康課題番号 N o.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜（上限なし）, 対象者分類：被

扶養者
方法 人間ドック、ベーシックドックを中心に、女性に多いがんの早期発見とあ

わせて、健診を実施
体制 予約券の発行、健診機関との精算事務、健診結果の授受等を外部に委託。

WEBによる健診予約を実施

事業目標
被扶養者向け健診メニューは人間ドックのみであったが、平成30年度から生活
習慣病健診に女性特有のがん検診を組み合わせたベーシックドックを追加。大
半が女性であるので、40歳以降に高まる乳がんのリスクを訴え、健診受診率の
向上を目指す。

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
事業効果の定量的な評価が困難
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
特定健康診査受診率 40 ％ 45 ％ 50 ％ 55 ％ 60 ％ 63 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
健診メニューにベーシックドック、婦人科健診補助を
追加。受診率のかさ上げをはかる

同左 同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左

5 事業名 特定保健指導 対応する健康課題番号 N o.2


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：加入者全員/

基準該当者
方法 毎年9月に春の定期健康診断と人間ドックの結果をもとに対象者を抽出し

て通知、年末までに希望者に対して保健指導を始める
体制 平成28年度から被保険者への通知を事業所経由に変更（それまでは被扶養

者と同様、自宅郵送）。保健指導は外部に委託

事業目標
被保険者については、事業主の専門職との連携を強化し、指導実施率を国の目
標値である55％を目指す。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
内臓脂肪症候群出現率 14 ％ 13.5 ％ 13 ％ 12.5 ％ 12 ％ 11.5 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
特定保健指導実施率 20 ％ 25 ％ 35 ％ 40 ％ 50 ％ 55 ％

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
実施率の向上を図りつつ継続。指導実施率については
事業所別の公表を検討

同左 同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左

6 事業名 受診勧奨及び腎重症化予防支援 対応する健康課題番号 N o.4


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜（上限なし）, 対象者分類：加

入者全員

方法
特定保健指導に合わせ、レセプトとの照合により、未受診者に受診勧奨を
文書で通知するとともに、糖尿病治療者のうち、重症化のリスクが高い対
象者に保健指導を実施

体制
重症化支援の対象者抽出と保健指導は外部に委託。母体事業所については
定期健康診断時に受診勧奨が先に行われているため、健保からの勧奨につ
いては対象者を調整

事業目標
未治療者への受診勧奨と糖尿病の重症化ハイリスク者への保健指導により、重
症例を減らし、医療費の削減等につなげる。重症予防支援については希望者が
減少しているため、対象者へのアプローチの方法の見直しを図りつつ、継続す
る

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
事業効果の定量的評価が困難
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
受診勧奨実施人数 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
対象者へのアプローチの方法について見直しを図りつ
つ、継続

同左 同左

H33年度 H34年度 H35年度
同左 同左 同左
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7 事業名 事業所が行う定期健診の共同実施 対応する健康課題番号 N o.6


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：18〜（上限なし）, 対象者分類：被

保険者
方法 法定外血液検査、簡便な方法で実施可能ながん検診（大腸がん＝便潜血、

前立腺がん＝PSA）の費用を健保が分担し、共同で実施
体制 健保規定により、事業所の申し入れにより実施。特定健診データとともに

健保負担の検査データも求めている

事業目標
健保への検査データ報告により被保険者の健康状態を把握するとともに、産業
医や事業所保健師が受診勧奨等の指導を実施。任意受診である健保実施の人間
ドック等は無関心層に効果が乏しいため、簡便な方法で実施可能ながん検査は
強制力のある定期健康診断にあわせて実施することで効果が期待できる

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
個別の事業効果としては、定量的な評価が困難
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
実施人数（法定外血液検
査）

3,200
人

3,150
人

3,100
人 3,050 人 3,000 人 2,950 人

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
検査項目の一部見直しを実施 ・卵巣がん腫瘍マーカ
ー（CA125）を廃止 ・大腸がん検査（便潜血）を新
設

継続 継続

H33年度 H34年度 H35年度
節目年齢における人間ドック、ベーシックドックとの
選択制を検討

継続 継続

8 事業名 人間ドック・専門ドック 対応する健康課題番号 N o.6


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜（上限なし）, 対象者分類：加

入者全員
方法 契約健診機関における人間ドックでの検査費用を補助。専門ドックは脳、

循環器、肺、PET。
体制 2014年度から受診券の発行と健診機関との精算、健診データの受領を外

部機関に委託。希望者は健診機関に予約したうえ、委託先に受診券を申請

事業目標
従来、人間ドック（原則、全額健保負担）のみでがん対策と被扶養者の特定健
診に対応してきたが、がんリスク年齢と実際の受診者がマッチングしないほか
、単純な受診数の引き上げは財政的に困難であるため、人間ドックに一部自己
負担を設ける一方、症例の多いがんに検査項目を絞ったベーシックドック（自
己負担なし）と婦人科健診補助を新設。総合的に健診率を向上させることで、
疾病予防の強化と経費抑制を両立させる。

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
がん検診受診率 40 ％ 45 ％ 50 ％ 60 ％ 65 ％ 70 ％
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度

受診者数 1,500
人

1,550
人

1,600
人 1,650 人 1,700 人 1,560 人

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
内容を改定 ・受診開始年齢を30歳から35歳に ・一部
自己負担を設定（受診費用により3000円、5000円、5
000円+基準超過分の3種類とし、安価な健診機関に誘
導） ・オプション検査のCA125を廃止、PSAは50歳以
上に限定

専門ドックの一部について、重複受診を避けるため、
オプション化を検討

継続

H33年度 H34年度 H35年度
継続 継続 継続
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9 事業名 ベーシックドック 対応する健康課題番号 N o.6


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：30〜（上限なし）, 対象者分類：加

入者全員

方法
男女別に症例が多いがんの検査（男性＝胃・大腸・前立腺、女性＝乳、子
宮頚部、大腸）を生活習慣病健診に組み合わせた独自メニューとして新設
。全額健保負担

体制 希望者は委託先のWEBを通じて希望健診機関への予約と受診券の発行を
申請

事業目標
人間ドック・専門ドックの一部自己負担設定に合わせ、全額健保負担の総合健
診として新設。主にがんリスクが低い若年層や被扶養者を中心利用層に想定。
特に被扶養者については受診歴のない40歳以上の世代の受診率向上を図ること
で、特定健診の受診率改善にもつなげる

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
人間ドック、婦人科健診と合わせて目標を設定
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度

受診者数 1,500
人

1,550
人

1,600
人 1,650 人 1,700 人 1,750 人

実施計画
H30年度 H31年度 H32年度
・人間ドック・専門ドックの改定とあわせ、「利用の
手引き」を機関誌に同封して全員に配布。 ・健診歴
のない被扶養者に対し、「健診のすすめ」を適宜、郵
送

継続 継続

H33年度 H34年度 H35年度
事業所の賛同を前提に、節目年齢での共同実施（定期
健康診断に代えて）を検討

継続 継続
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達成しようとする目標∕特定健康診査等の対象者数
平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

特
定
健
康
診
査
実
施
率

計
画
値
※1

全体 2,420 ∕ 3,160 ＝
76.6 ％

2,472 ∕ 3,160 ＝
78.2 ％

2,525 ∕ 3,160 ＝
79.9 ％

2,578 ∕ 3,160 ＝
81.6 ％

2,631 ∕ 3,060 ＝
86.0 ％

2,663 ∕ 3,160 ＝
84.3 ％

被保険者 1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

1,995 ∕ 2,100 ＝
95.0 ％

被扶養者 ※3 424 ∕ 1,060 ＝ 40.0 ％ 477 ∕ 1,060 ＝ 45.0 ％ 530 ∕ 1,060 ＝ 50.0 ％ 583 ∕ 1,060 ＝ 55.0 ％ 636 ∕ 1,060 ＝ 60.0 ％ 668 ∕ 1,060 ＝ 63.0 ％
実
績
値
※1

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 ※3 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

特
定
保
健
指
導
実
施
率

計
画
値
※2

全体 68 ∕ 339 ＝ 20.1 ％ 83 ∕ 334 ＝ 24.9 ％ 115 ∕ 328 ＝ 35.1 ％ 129 ∕ 322 ＝ 40.1 ％ 158 ∕ 316 ＝ 50.0 ％ 170 ∕ 309 ＝ 55.0 ％
動機付け支援 24 ∕ 119 ＝ 20.2 ％ 29 ∕ 117 ＝ 24.8 ％ 40 ∕ 115 ＝ 34.8 ％ 45 ∕ 113 ＝ 39.8 ％ 55 ∕ 111 ＝ 49.5 ％ 60 ∕ 108 ＝ 55.6 ％
積極的支援 44 ∕ 220 ＝ 20.0 ％ 54 ∕ 217 ＝ 24.9 ％ 75 ∕ 213 ＝ 35.2 ％ 84 ∕ 209 ＝ 40.2 ％ 103 ∕ 205 ＝ 50.2 ％ 110 ∕ 201 ＝ 54.7 ％

実
績
値
※2

全体 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
動機付け支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
積極的支援 - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

※１）特定健康診査の（実施者数）∕（対象者数）
※２）特定保健指導の（実施者数）∕（対象者数）
※３）特定健診の対象となる被扶養者数には、強制被扶養者、任意継続被扶養者、特例退職被扶養者、任意継続被保険者、特例退職被保険者を含めてください。
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目標に対する考え方（任意）
-

特定健康診査等の実施方法（任意）
-

個人情報の保護
健保には事務職しか在籍しておらず、事業所に所属している保健師等医療専門職との連携が不可欠だが、個人情報保護の強化により、健診データの種別によって厳密な管理
が求められ、円滑な事業推進が困難になった。健保が法定外血液検査や一部がん検診を分担している定期健康診断は共同実施（第3者提供に非該当）として健診データを共有
し、有所見者への二次フォローも含めて両者で業務を分担できているが、健保補助と受診者の自己負担で実施している人間ドック等の結果については、健保が特定健診と重
症化予防支援、医療専門職は本人からの提出データに基づいて二次フォローを行い、それぞれ連携なしに業務を行っている状態。

特定健康診査等実施計画の公表・周知
ホームページにて公表

その他（特定健康診査等実施計画の評価及び見直しの内容等）
-
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